
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

634 254 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2

（ 人 ） （ 人 ） （ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 760 356

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 799 472

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

634 147 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2

（ 人 ） （ 人 ） （ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 760 208

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 799 283

■ （ 人 ） （ 人 ） （ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

634 74 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2

（ 人 ） （ 人 ） （ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 760 97

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 799 86

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ）その他（　　　　　　　　　　　　　）

市全額

指標

新任・接遇・現任・混合・パソコ
ン・管理職・ＤＶ・ＣＰＲ・近隣市
合同の各研修

説明欄：

説明欄：

説明欄：

研修参加職員数

市独自上乗せ（上乗・横出）

1,724

対象 正規職員

根拠
法令
等

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

自主的 義務的 努力義務的

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

活動指標
（手段の数値指標化）

直営（委託無）

指標

全額補助 一部補助有

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

東久留米市職員研修規程

30-01-01

職員課

指標

2,928

正規職員数

市独自研修事務

手段
・

内容

事務事業名

その他（　　　　　　　　　　　　　）

1,767

1,204

事業
形態

東久留米市職員研修規程

自主的 義務的 努力義務的

その他（一部事務組合　　　　　　　　　　　　）

769

意図 モラールとスキルの向上

1,531

研修効果を自
覚した職員数
／研修参加職
員数

30-01-02

職員課 対象 正規職員

正規職員数

根拠
法令
等

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）
市町村職員研修所研
修事務

手段
・

内容

必修研修（職層別研修・専門研修）
選択研修（講師養成研修・政策法務
研修・能力開発研修・情報処理研
修・実務研修・都区別研修）の実施

6,076 1,514

6,131 1,486

事業
形態

直営（委託無）

研修参加職員数

自主的 義務的 努力義務的

7,590

意図 モラールとスキルの向上

7,082 1,484 8,566

研修効果を自
覚した職員数
／研修参加職
員数

30-01-03

職員課 対象 正規職員

正規職員数市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

根拠
法令
等

専門研修等職員派遣
研修事務

手段
・

内容

東京都・日本経営協会・全国市長会
への専門派遣研修

1,687 1,262

1,430 1,239

東久留米市職員研修規程

全額補助 一部補助有

意図 各専門分野におけるスキル向上

1,616 1,236 2,852

研修効果を自
覚した職員数
／研修参加職
員数

2,669

研修参加職員数

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

能力・職責に見合った研修の実施

事務事業全体 一般財源分

2,949

7,617

2,536

1,731 3,262

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

1,204
説明欄：研修所等では、対応できないとこ
ろを補う役割を果たすため、市独自に創意
工夫を重ね、法令等に基づき実施している
事業である。

所管課長 職員課　 佐々木　弘治

説明欄：研修所等では、対応できないとこ
ろを補う役割を果たすため、市独自に創意
工夫を重ね、法令等に基づき実施している
事業である。

769

1,531

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

職員課　 佐々木　弘治

説明欄：法令等に基づき実施している事業
である。職員研修の高度化、効率性等に視
点を置き、都下市町村が共同して研修所を
運営し、これに参画するものである。

6,076

7,082

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

1,430
説明欄：専門性が高く、スキルを要する研
修を外部の力を利用し実施するもので、法
令等に基づき実施している事業である。

所管課長 職員課　 佐々木　弘治

30-01

説明欄：専門性が高く、スキルを要する研
修を外部の力を利用し実施するもので、法
令等に基づき実施している事業である。

1,687

1,616

6,131
説明欄：法令等に基づき実施している事業
である。職員研修の高度化、効率性等に視
点を置き、都下市町村が共同して研修所を
運営し、これに参画するものである。

所管課長

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

計画の推進 施策番号・名 30 人材の育成と活用 基本事業番号・名

東久留米市


